
令和４年度第２回龍ケ崎市空家等対策推進協議会 

 

日 時：令和５年２月１６日（木） 

午前１０時００分から 

場 所：地域福祉会館大会議室 

 

次    第 

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 議 事 

（１）空家等対策の進捗状況の概要について 

（２）令和４年度の主な取組事項  

（３）今後の取組みの方向性について 

４ その他 

５ 閉 会 

 

・資料 １ 空家等の改善例（７件） ※当日配布して回収します 

・資料 ２ 空家等の成約例（６件） ※当日配布して回収します 

・資料 ３ 空家等対策計画目標値の修正 

・資料 ４ 令和４年度空家バンク実績一覧 

・資料 ５ 空家等の情報発信 

・資料 ６ 移住・交流イベントへの参加 

・資料 ７ 相続財産管理制度の活用 

・資料 ８ 生前整理講演会の開催状況 

・資料 ９ 空き家スキルアップ講座 

・資料１０ 所有者不明土地関連法の施行 

・資料１１ 生前整理の必要性 

・資料１２ 財産管理制度の比較 

 

・参考資料 

  龍ケ崎市空家等対策推進協議会委員名簿 

 

 ※ … 終了後に回収しますので，終了後は机上に置いておいてください。 
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１ 空家等対策の進捗状況の概要について 
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２ 令和４年度の主な取組事項 

（１）空家等対策計画の指標等の見直し 

令和3年度に「空家等対策計画」の中間評価を行い、基本的な施策等については今後も継続的

に取組んでいくものとしました。 

一方で、計画の進捗をはかる目標値（成果指標）と実績値が乖離していることなどから今年度、目

標値（成果指標）の見直しを行いました。 

（資料３参照）  

 

（２）空家バンク制度の活用の推進 

今年度は、同制度の適正な運用に向けて庁内関係課をはじめ（公社）茨城県宅地建物取引業協会

などの関係機関との連携強化により、幅広い周知活動を展開し、空家バンク制度の認知度がさらに

向上し、登録件数が増加しています。 

また、登録物件数の増加に向けて、苦情の無い空家等所有者等へもチラシを郵送するなど、物件

の掘起しを試行的に実施しました。 

（資料4参照）   

 

（３）市公式LINEを活用した空家等所有者等への周知 

市公式LINEを活用し、配信エリアや登録者の年代別に空家に関する情報を配信し、空家等対策

の周知拡大に努めました。 

（資料5参照） 

 

（4）移住フェア等イベントへの参加 

空家バンク制度のさらなる認知度向上、利用登録者数の増加及び定住促進を図るため、まちの魅

力創造課と連携して県や移住支援機構が開催する移住フェア等のイベントに参加しました。 

（資料6参照）  

 

（５）相続財産管理制度の活用（申立日：令和３年９月１６日） 

相続放棄などにより所有者等が不存在となっており、平成３０年度に緊急安全措置を実施した空

家等に対して、作業のために要した費用（レンタル代：26,352 円）を債権として水戸家庭裁判所龍

ケ崎支部に相続財産管理制度の申立てをしました。 

これまで、選任された財産管理人により適正に管理が行われており、令和３年１２月末には、相続

人不在が確定となり、不動産を含めた財産の整理が行われました。 

今年度より固定資産税についても、保留となっていた課税が再開されました。令和４年１２月末現

在、相続財産管理人による管理は継続していますが、購入希望者への売却に向けて調整中です。 

（資料7参照）  
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（６）生前整理講演会の開催（開催日：令和４年１１月２５日） 

管理不全な空家等の発生を予防・抑止する啓発事業として、生前整理アドバイザーを講師に招き

講演会を開催しました。地域包括支援センターとの共同事業として「上手な年の重ね方講座」の１口

座「生前整理はじめてみませんか」として開催しました。 

（資料8参照）  

 

（７）研修会等への参加 

今年度から移住・二地域居住の一環として、県の政策企画部計画推進課主催の、民間活用による

「空き家バンク市町村担当者研修会」が開催されました。 

空家バンク業務の円滑化及び登録促進に向けて相談員育成講座等に参加しました。 

（資料9参照） 

 

 

３ 今後の取組みの方向性について 

（１）管理不全な空家等の適正管理の推進（民法改正による土地利用の円滑化） 

相続した土地の相続登記を行わないなどの理由から所有者が不明な土地や所有者の所在が不

明な「所有者不明土地」が全国的に増加し、土地の利用の阻害や隣地への悪影響等が社会問題化し

ています。そこで、既に発生している所有者不明土地の利用の円滑化を主な目的として、民法が改

正され、「相隣関係規定」「共有制度」「相続制度」などに関して見直されました。（令和 3 年 4 月 28

日：公布 令和5年4月1日：施行） 

苦情・情報が寄せられる管理不全な空家等についても改正された民法を踏まえ、引き続き、状況

に応じた空家等対策を推進していきます。 

（資料10参照） 

 

（２）空家バンク制度の活用の推進 

今年度は、移住・定住促進を所管する「まちの魅力創造課」をはじめ（公社）茨城県宅地建物取引

業協会などの関係機関と連携し、空家バンク制度のさらなる認知度向上、登録物件及び利用登録者

数の増加並びに定住促進を図るための取り組みを推進してきました。 

空家バンク制度については、引き続き、移住・定住促進施策や関係機関と連携して、広報やセミナ

ーなどのイベントの参加・開催に取り組みます。 
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（３）空家に関する講演会等の開催 

空家等が管理不全となる原因は、相続、解体・除去、利活用など個々の空家毎に様々な問題や課

題があります。それらに対して、専門的見地から意見をいただくため、専門家（弁護士、司法書士、

建築士、宅建士など）を招いた相談会を開催していましたが、空家等の所有者は市外在住であるこ

とが多く、対面での開催では応募が少ないなどの課題があったことから、相談会については、開催

のあり方を踏まえ検討します。 

また、相続が整理されていないと相続人の間でのトラブルや相続協議の長期化などにより管理不

全な空家が発生しやすくなります。相続が放棄された空家等には、適正な管理を促すための指導先

が不明確となることや物件を流通させる（不動産の処分など）ためには財産管理制度の活用が必要

となることなどが問題となります。管理不全な空家等の予防対策・発生抑制の観点から、「空家にさ

せない」ための意識啓発の取組として生前整理講演会を継続的に開催し、地域などへ出向いての開

催など、拡大に向けた検討を進めます。 

 （資料11参照） 

 

（４）財産管理制度等の活用 

相続放棄などを理由に所有者が不存在・不明となった空家等の解消（管理不全の改善・流通）には

財産管理制度の活用が必要となります。「相続財産管理制度」では裁判所から管理人（主に弁護士

や行政書士など）が選任された後に官報掲載・財産目録の提出を経て売却等の整理が可能となりま

す。一方で、「相続財産管理制度」は被相続人の資産全てを管理対象とするため多額の債務がある

場合などは予納金の回収が行えないリスクもあります。借入債務等については、同制度の申請時に

はすべてを把握することは困難で、財産目録の提出までは、有無がわからないといった状態です。 

こうした実情から所有者不明土地関連法の改正があり、財産管理制度の見直しとして「所有者不

明土地管理制度」が創設されました。被相続人を単位として全ての資産を対象範囲とする「相続財

産管理制度」に対して「所有者不明土地管理制度」は不動産を単位とし、管理する対象も申立てを行

った特定の不動産のみとなります。そのため、申立てにかかる予納金が安価と想定され、他の債務

の影響も受けにくく、「相続財産管理制度」と比べて予納金の回収が見込めます。 

令和５年度より施行予定の「所有者不明土地管理制度」の情報を収集・精査するとともに、申立て

に必要な費用やその回収等の見込みも踏まえ、活用可能な物件の選定を検討します。 

（資料１２参照） 



   資料 ３  

＜目標値の修正＞ 

 

 新 旧 

指標 
ベース値 
（平成27年

度） 

修正目標値 

（令和8年度） 
修正の考え方・根拠など 

目標値 

（令和8年度） 
考え方・根拠など 

空家等に関 

して市民等

から苦情等

があった 

実物件数 

４０件 ０件 

修正無し 
 

空家等に関する苦情

等は、その空家等の程

度や地域性などからさ

まざまです。 

苦情等のあった空家

等については、現地を

確認するとともに、これ

までの取組を踏まえな

がら、空家等の所有者

等に連絡や通知をする

など改善に向けて根気

強く取り組み、苦情実物

件数ゼロを目標としま

す。 

0件 

 

空家等に関する苦情

等は、その空家等の程

度や地域性などからさ

まざまです。 

苦情等のあった空家

等については、現地を

確認するとともに、空家

等実態調査（平成 27・

28 年度実施）の結果を

踏まえながら、空家等

の所有者等に連絡や通

知をするなど改善に向

けて根気強く取り組み、

苦情実物件数ゼロを目

標とします。 

適正管理を

促した空家

等のうち、

改善された

空家等の 

割合 

24％ 70％ 

修正 
 

適正な管理に向けて

の助言や情報提供など

を行った成果としてど

の程度の空家等が管理

不全の状況から改善さ

れたかを指標として設

定します。 

これまでの実績値を

踏まえ、今後、相続放棄

等による相続人不存在

な空家等や所有者等の

調査が長期化する場合

を見越して７０％を目標

とします。 

35％ 

 

適正な管理に向けて

の助言や情報提供など

を行うことではなく、そ

の成果としてどの程度

の空家等が管理不全の

状況から改善されたか

を指標として設定し、現

状から概ね 10％の向

上を目標とします。 



 

 新 旧 

指標 
ベース値 
（平成27年

度） 

修正目標値 

（令和8年度） 
修正の考え方・根拠など 

目標値 

（令和8年度） 
考え方・根拠など 

空家バンク 

登録物件数 
― 20件 

修正 
 

 空家等の活用は特措

法の目的の柱の一つで

す。空家等の活用は所

有者等に限らないこと

から、空家等の活用に

関心を有する者への情

報提供の機会として、空

家バンク制度への認識

や登記状況を図る指標

として設定します。 

 計画による累計登録

件数の目標を100件と

します。 

モニタリング 

 

空家等の活用は特措

法の目的の柱の一つで

す。空家等の活用は所

有者等に限らないこと

から、空家等の活用に

関心を有する者への情

報提供の機会として、空

家バンク制度への認識

や登記状況を図る指標

として設定します。な

お、新規事業であること

から、当初は目標値を

設定せず、状況をモニタ

リングしていくこととし

ます。 

空家バンク

に登録した

空家等のう

ち、活用さ

れた空家等

の件数 

― 12件 

 修正 
 

空家等の活用は特措

法の目的の柱の一つで

す。空家バンク制度が市

内外に周知され空家等

の流通ネットワークが

確立することで、空家等

の活用がどの程度図ら

れているかを見る指標

として設定します。 

計画による累計成約

件数の目標を 60 件と

します。 

モニタリング 

 

空家等の活用は特措

法の目的の柱の一つで

す。空家バンク制度が市

内外に周知され空家等

の流通ネットワークが確

立することで、空家等の

活用がどの程度図られ

ているかを見る指標と

して設定します。なお、

新規事業であることか

ら、当初は目標値を設定

せず、状況をモニタリン

グしていくこととしま

す。 



■空家バンク実績一覧（宅建協会牛久・竜ケ崎支部内）

＜令和４年度（12月31日時点）＞

計 計

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

7 6 2 0 1 0 4 1 1 0

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

6 5 0 2 0 2 6 5 0 0

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

0 3 0 0 0 0 1 0 0 0

＜令和３年度＞

計 計

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

3 3 0 0 1 0 4 2 0 0

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

3 17 0 0 1 3 8 9 0 0

空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地 空家 空地

4 9 2 0 1 0 4 1 0 0

利根町

13 2 1

16

5 0

5
内訳 内訳 内訳 内訳 内訳

17
内訳 内訳 内訳 内訳 内訳

17 0

牛久市

20 0 4

24

6 0

6
内訳 内訳 内訳 内訳 内訳

龍ケ崎市

6 0 1

7

市町村名
推薦依頼件数 成約件数

売買 賃貸 どちらでも 売買 賃貸

利根町

内訳

成約件数

3 0 0

内訳 内訳 内訳

11 0

11
内訳 内訳

3

内訳

11 2 2

内訳 内訳

龍ケ崎市 16

1 0

市町村名

内訳 内訳

牛久市 15

推薦依頼件数

売買 賃貸 どちらでも

13 2 1

1
内訳 内訳

売買 賃貸

内訳

5 1

内訳
6
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ターゲ
ティング

今、龍ケ崎に住んでいる
年齢層が高めの方向け

県外に住んでいて龍ケ崎に
実家があるであろう方向け※

狙い

自分が住んでいる家の将来（数年後
の姿）を考えてもらい、問い合わせに
繋げる。

自分の親が住んでいる実家のことを、市
外に住んでいる子どもにも考えてもら
い、親と相談するきっかけ、問い合わせ
に繋げる。

配信内容

対象年代 50歳以上 35歳以上

配信エリア
※県別まで設定可

茨城県内 茨城県以外の全都道府県

配信人数 13,547人 4,050人

開封数 7,379人 1,998人

開封率 54.5％ 49.3％

インプレッション 9,123人 2,375人

リンク
クリック率

7.8％（668回） 5.9％（132回）

■龍ケ崎市公式LINEを活用した情報発信

【前提条件】
○市公式LINEを活用したワクチン接種で本市内在住の高齢者で市外在住の子ども（３０～50代）の登録が
増加したことに着目
○配信時にエリア別（都道府県別）に異なる文章を配信できる機能を活用
○配信日：令和４年1２月１７日（土）午後６時00分

資料 5



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2019 201 184 168 142 161 185 257 281 209 384 262 285

2020 303 386 369 391 321 459 499 521 984 2,783 1,001 756

2021 1,248 1,050 833 685 1,088 771 768 2,255 864 998 907 1,357

2022 852 1,367 734 635 1,208 1,202 1,646 2,026 5,766

■市公式ホームページ-空家バンク関連のページの閲覧状況

【主な取組】
○2020.12 空地№1登録
〇2020.1 空家№13登録

空家№16登録
〇2020.2 りゅうほー「龍ケ崎で暮らす」掲載
〇2021.4 りゅうほー「空家バンクってなに？」掲載
〇2021.5 空地№3登録
〇2021.8 空家№19登録

全国版空き家空き地バンクに参画
〇2021.11 龍ケ崎市公式ＬＩＮＥを活用した発信
〇2021.12 りゅうほー「家に関する補助制度」掲載
〇2022.2 りゅうほー「＃龍ケ崎で暮らす」掲載
〇2022.5 空地№6登録
〇2022.8 空家№22登録

空家№23登録
りゅうほー「空家バンクを使ってみよう！」掲載

〇2022.10 空家№25登録
〇2022.11 空家№26登録

空家№27登録
空地№9登録

〇2022.12 りゅうほー「空家などの不動産について考えてみませんか？」掲載
龍ケ崎市公式LINEを活用した発信



■移住・交流イベントへの参加 

 

〇一般社団法人移住・交流推進機構主催  ＠東京ビックサイト 

2023年 1月 14日 (土) ～15日 (日) 2日間開催 

・まちの魅力創造課と共同出展 

子育て環境のアピールやファンクラブへの加入を促進するとともに、移住検討者向けに「空家バンク制度」 

の周知・物件情報の掲示を行った。 

全国から200を超える自治体がブース出展  

自治体の担当者から直接話を聞ける機会  首都圏在住で移住等を検討する方、約 5,000人が来場 

 

 

 

 

 

  

 

〇会場写真                          〇ブース写真 

 

 

 

ブース相談実績 

1/14：12件 

1/15：17件 

1/16：埼玉県在住の来場者より利用登録と空家バンク物件(№27)の内見申し込みが入る。 
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相続財産管理制度の活用

■事例の概要

相続放棄人 １２人

市区町村の債権の有無
債権：有（緊急安全措置として立木伐採を

行った際の高所作業車リース料26,352円）

申立理由
緊急安全措置費用の回収と当該空家の処分

等を含め相続人不存在により空家法の措置手
続きを進められないため

申立書の作成主体 職員（自前）

予納金の額（万円） １００万円

予納金の工面方法 予算措置

裁判所への申立日 令和３年９月１６日

裁判所が選任した
財産管理人

令和３年１２月２日（公告） 弁護士

現在の進捗状況 財産管理人による任意売却手続き中

制度活用上苦労した
点・工夫点

相続人調査や申立に係る調整・裁判所との
協議に多くの時間を要した

■写真

申立前

相続財産管理人
により任意売却中

資料 ７



■生前整理講演会の開催状況 

 

〇地域包括センターとの共同事業として開催 

 
 

〇当日写真 
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1

①市町村職員向けスキルアップ講座の開催 (空き家相談員育成講座)

LIFULLが運営するLIFULL地方創生スクール「空き家の相談員育成講座」を茨城県内市町村職員向けに公開し、
7月 / 10月 / 1月の開講日いずれかを選びオンライン受講いただけます。

■詳細はこちら LIFULL地方創生 スクール資料（PDF）
https://local.lifull.jp/assets/pdf/projects/madoguchi/SCHOOL_info.pdf



2

②市町村職員向けスキルアップ講座の開催 (空き家活用人材育成講座)

LIFULLが運営するLIFULL地方創生スクール「空き家ビジネス活用講座」を茨城県内市町村職員向けに公開し、
6月 / 9月 / 12月 / 3月の開講日いずれかを選びオンライン受講いただけます。

■詳細はこちら LIFULL地方創生 スクール資料（PDF）
https://local.lifull.jp/assets/pdf/projects/madoguchi/SCHOOL_info.pdf



3

＜参考＞今後のスケジュール（予定）

業務内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市町村職員向け研修会
（ハイブリッド）

5/23 7/4 9/7

①市町村職員向けスキルアップ講座
- 空き家相談員育成講座
（オンライン）

7/21
～22

10/20
～21

1/26
～27

②市町村職員向けスキルアップ講座
- 空き家活用人材育成講座
（オンライン）

6/15
～17

9/28
～30

12/21
～23

3/15
～17

市町村職員向け個別サポート
（サポートデスク）

通年

空き家所有者向けセミナー
（オンライン）

8/7 10/15 12/10

県内事業者向けセミナー
（ハイブリッド）

5/23 7/4 9/7

今後の各研修会等の開催予定（日程等は調整の結果変更となる可能性があります。）

講座申込フォーム（①②共通 ※６月、７月講座用） https://forms.gle/iNgtrMyNhUs5Evpq8



【両法律の概要】

■民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第２４号）

■相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和３年法律第２５号）

所有者不明土地関連法の施行期日について

所有者不明土地の発生予防と利用の円滑化の両面から総合的に民事基本法制を見直し

登記がされるようにするための不動産
登記制度の見直し（発生予防）

② 住所等の変更登記の申請義務化
・ 他の公的機関（住基ネット等）から取得した
情報に基づき、登記官が職権的に変更登記を
する方策を併せて導入

① 相続登記の申請義務化
・ 相続人申告登記の創設などの負担軽減
策・環境整備策をパッケージで併せて導入
〔公布後３年を超えない範囲内で政令で定める日〕

〔公布後５年を超えない範囲内で政令で定める日〕
※今後，政令を制定

土地を手放すための制度
の創設（発生予防）

○ 相続土地国庫帰属制度の創設

相続等により土地の所有権を取得
した者が、法務大臣の承認を受けて、
その土地の所有権を国庫に帰属させ
ることができる制度を創設

〔公布後２年を超えない範囲内で
政令で定める日〕

土地利用に関連する民法の規律
の見直し（土地利用の円滑化）

① 財産管理制度の見直し
・ 所有者不明土地管理制度、管理不全
土地管理制度等の創設

② 共有制度の見直し
・ 共有者不明の共有地の利用の円滑化
③ 相隣関係規定の見直し
・ ライフラインの設備設置権等の規律の整備
④ 相続制度の見直し
・ 長期間経過後の遺産分割の見直し
〔公布後２年を超えない範囲内で政令で定める日〕

(①につき)
令和６年４月１日施行

➢「民法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」「相続等により取得した土地所有権の国庫へ
の帰属に関する法律の施行期日を定める政令」で規定（令和３年１２月１４日閣議決定）

令和５年４月27日施行令和５年４月１日施行

令和３年４月２１日成立
同月２８日公布

法務省民事局
令和３年１２月

など など



■生前整理が空家等に与える影響
資料 11

・相続人の間でトラブルが起きる
・財産の収支が不明
・マイナス財産が隠れているかも

所有者不明・不存在の問題点
● 指導先が不明確
● 賃貸・売却されない
● 流通のためには相続財産管理人制度の
活用が必要

相続の整理がされていない場合

所有者不明・不存在
所有者不明・不存在による
管理不全な空家が発生。

相続放棄
相続が進まず，所有者・管理人も曖昧
に。不明確な負債を避けるため「とり
あえず相続放棄」の意向が増加。

・スムーズな相続が可能
・財産の収支が明確
・不明財産が無く，安心して相続できる

相続の整理がされている場合

相続
相続人による相続財産調査が必要な
く，相続財産の収支が明確なため相続
が進み新たな所有者が決まる

利活用による循環
利活用により空家となっていた物件
に新たな家族等が生活し，物件が循環
する。

※地方移住や定住の一つの選択肢となる

空家等の流通
新たな所有者が居住しない場合には
空家バンク・市場にて賃貸・売買など
の流通が可能。

適正管理
新たな所有者が明確になり，
継続しての居住や空家等の
適正管理が期待できる。

生前整理講演会などで
財産の整理を周知・啓発することで

管理不全な空家発生の予防・抑止に繋がる



活用制度 相続財産管理制度 所有者不明土地管理制度

管理単位

人 不動産

管理範囲

全ての不動産・債務・資産 特定の不動産のみ

予納金

必要

地方公共団体が申立ての場合
１００万円が相場とされている

必要

特定の不動産のみのため相続財産管
理制度に比べ安価と想定されている

■所有者不明・不存在となった空家等の管理制度

【前提条件】

○相続放棄等により所有者が不明・不在となった空家等に対して裁判所へ管理人選任の申立て
を行う。

〇選任された管理人に対して適正管理や売却等による物件の利活用（流通等）を依頼する。

【施行予定の新制度のメリット】

○特定の不動産のみを範囲とすることや、予納金が安価と想定されているため既存の制度と比
べて予納金の回収が見込める。

〇共同所有など所有者等（相続人・管理人）が複数人の場合でも不動産単位のため複数の申立
てが不要。

〇市外に不動産などの資産を被相続人が所有していたとしても調査が不要。

所有者不明土地管理制度を含め管理制度の活用を検討
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